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１ 調査目的

２ 調査内容

３

　平成30（2018）年７月１日現在

（３）グローバル人材の採用、確保等
　平成30（2018）年度

４

５ 調査方法

郵送によるアンケート調査

６ 回収状況

輸出のみ実績あり 67 社

輸入のみ実績あり 81 社

輸出入ともに実績あり 124 社

合　　　計 272 社

（２）海外進出等状況

（２）海外進出等状況

調査に回答した企業 508 社のうち、県内に本社を置く企業は 378 社であった。
そのうち、海外進出を行っている企業は 92 社（ 24.3 ％，384 か所 ）であった。

　このうち、輸出又は輸入の実績がある企業は、 272 社（ 53.5 ％）あった。

調査対象企業

「輸出入動向」及び「グローバル人材の採用、確保等」は、県内に立地する事業所
1,000社を対象とした。そのうち、県内に本社のある企業を対象に「海外進出等状
況」を調査した。

  508 社（回収率 50.8 ％）
（１）輸出入動向

　　した。）

本調査は、県内企業における輸出入や海外進出の状況等について実態を把握し、
経済のグローバル化に即した支援事業を展開するための基礎資料を得ることを目的
とする。

輸出入動向、海外進出状況及びグローバル人材の採用、確保等について調査を実
施した。

調査対象期間

　（事業年度が異なる場合は、この期間に最も近い事業年度１年間の実績を対象と
　平成29（2017）年４月１日から平成30（2018）年３月31日までの１年間

（１）輸出入動向
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（３）グローバル人材の採用、確保等

７ 集計方法

８ 留意事項

　　データにおいて（Ｐ５）、数値の不連続が現れた。

　　のほか、輸出向製品の生産活動額（下請生産企業が親工場に出荷する生産活動

　　る場合や単に輸出入業務だけのものは含んでいない。

（４）平成17（2005）年度（平成16（2004）年度実績分）から県が直接調査を行うこと
　　となり、調査項目の大幅な見直し（簡素化）を行った。そのため、年度別輸出額の

（３）海外進出等状況における「海外進出」とは、海外に現地法人や支店・営業所・駐
　　在員事務所等を有している場合をいい、海外の企業に生産委託、技術供与をしてい

　　額）、本県内企業割当て輸入額（本社一括輸入後、割当て）等が一括計上されてい
　　る場合もある。

（２）輸出入動向における「輸出入額」とは、本県内企業から実際に輸出入された金額

有効回答のみを集計しているため、調査項目によっては回答企業数にばらつきが
ある。また、構成比の合計が端数処理の関係で100％とならない場合がある。

（１）この調査は任意調査であるため、集計数値が本県全体の輸出入や、海外進出に関
　　する実体値とはいえない。

グローバル人材の現在の雇用状況、今後の採用予定に関する設問に回答した企業
491社のうち、グローバル人材を現在雇用している、又は今後の採用予定があると回
答した企業の割合は40.3％であった。
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１ 概　　　況

　業種別の調査回答企業数と輸出入実績企業数は、下表のとおりである。

本県本社 本県本社 本県本社
8 4 4

10 3 3
　食料品食飲料品等 53 9 7 12 8 6 4
飲料・たばこ・飼料 19 12 11 3 3

　繊　　維 14 1 1 3 1 6 6
　木材・木製品 7 1 1 2 2 1 1
家具・装備品 2 1 1

パルプ・紙・紙加工品 5 1 1 1 2 1
　印刷・同関連業 6

　化学工業 13 1 2 6 1
石油・石炭製品 2 1

　プラスチック製品 32 2 1 4 2 12 3
　ゴム製品 10 2 2 4 1

なめし革・同製品・毛皮 1
窯業・土石製品 10 3 2 3 3

　鉄　　鋼 6 1 1 1 2 1
　非鉄金属 11 4 3
　金属製品 50 3 3 7 5 15 12

はん用機械器具 4 1 1 1 1
生産用機械器具 27 7 6 2 1 11 7

業務用機械 5 4 2
電子部品・デバイス・電子回路 5 1 1 3 2

　電気機械器具 23 4 1 4 3 8 4
情報通信機械器具 2 2 1
　輸送用機械器具 47 5 4 8 4 8 3
　その他製造業 32 3 1 5 3 9 6

計 386 56 43 59 36 105 60
1
2 1 1
1

61 7 5 10 10 16 14
1
2
5 1 1 1 1
4 1 1
3 1 1
1
2 1
2

15 1 1 3 3
4 1 1 1

508 67 52 81 57 124 76

卸売業，小売業
金融業，保険業

合　　　計

不動産業，物品賃貸業

サービス業(その他)
その他(分類不能)

医療，福祉
複合サービス事業

学術研究，専門・技術サービス
宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業
教育，学習支援業

運輸業，郵便業

　平成29（2017）年度の輸出額は7,546億円で、前年度に比べ1,274億円（14.4％）減少
した。
　また、輸入額は4,005億円で、前年度に比べ80億円（2.0％）減少した。

回答企業
輸入実績企業 輸出入実績企業

電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業

建　設　業

製
　
造
　
業

鉱業，採石業，砂利採取業

（１）輸出入額

（２）調査回答企業と輸出入実績企業数

農林，林業
漁業

業  　　種
輸出実績企業
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　輸出実績のある企業191社のうち、直接輸出・間接輸出の併用が75社と最も多く、次
いで、直接輸出が69社、間接輸出（商社や卸売業者を通じての輸出）が43社となってい
る。
　本県に本社のある企業128社についても、同様に、直接・間接輸出の併用48社、直接
輸出45社、間接輸出33社の順となっている。

　輸入実績のある企業205社のうち、直接輸入が99社と最も多く、続いて、直接・間接
輸入の併用が53社、間接輸入（商社や卸売業者を通じての輸入）が49社の順となってい
る。
　本県に本社のある企業133社についても、同様に、直接輸入67社、直接・間接輸入の
併用36社、間接輸入28社の順となっている。

（３）輸出入の形態について

67 
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（４）年度別輸出入額と対ドル円レート

3 719,787 225,074 133 17 915,197 234,947 114
4 737,301 191,194 125 18 922,188 408,121 117
5 706,169 232,357 108 19 1,358,407 394,168 114
6 567,710 177,900 100 20 957,194 393,136 100
7 550,050 182,637 96 21 818,902 311,128 93
8 659,921 208,439 112 22 775,230 357,634 86
9 699,789 223,158 114 23 702,110 347,278 79
10 739,265 226,185 119 24 772,376 303,441 83
11 553,076 192,272 115 25 885,991 375,876 100
12 535,893 187,011 124 26 907,406 319,681 109

13 482,136 193,146 119 27 834,233 422,662 120

14 453,984 183,381 120 28 881,978 408,481 108

15 433,452 162,520 112 29 754,590 400,525 111
16 732,149 176,437 107

対ドル円レート：財務省貿易統計の外国為替相場（年度平均レート）

 円レート
（円）

年度
輸出額

（百万円）

　年度別の輸出入額の推移を見ると、平成29（2017）年度は平成28（2016）年度と比
べ輸出額が大幅に減少している。一方、輸入額は平成28年度と比べてやや減少となっ
たが、依然高い水準にある。

輸入額
（百万円）

 円レート
（円）

年度
輸出額

（百万円）
輸入額

（百万円）
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２ 業種別輸出入動向

本県本社 本県本社 本県本社 本県本社

0 0 0.00 0.00 51,836 51,836 0.13 0.13
0 0 0.00 0.00 0 0 0.00 0.00
0 0 0.00 0.00 0 0 0.00 0.00
0 0 0.00 0.00 70,033 70,033 0.17 0.17

　食料品食飲料品等 65,611 61,661 0.09 0.08 1,945,430 1,687,984 4.86 4.21
飲料・たばこ・飼料 59,182 5,182 0.08 0.01 1,300 1,300 0.00 0.00

　繊　　維 11,150 11,150 0.01 0.01 204,400 174,400 0.51 0.44
　木材・木製品 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ 550,700 550,700 1.37 1.37
家具・装備品 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ
パルプ・紙・紙加工品 1,259,030 Ｘ 1.67 Ｘ 1,039,230 Ｘ 2.59 Ｘ
　印刷・同関連業 0 0 0.00 0.00 0 0 0.00 0.00
　化学工業 782,692 Ｘ 1.04 Ｘ 14,903,393 Ｘ 37.21 Ｘ

　石油・石炭製品 0 0 0.00 0.00 Ｘ 0 Ｘ 0.00
　プラスチック製品 1,192,589 48,539 1.58 0.06 1,558,673 71,448 3.89 0.18

　ゴム製品 306,602 49,000 0.41 0.06 Ｘ 0 Ｘ 0.00
なめし革・同製品・毛皮 0 0 0.00 0.00 0 0 0.00 0.00
窯業・土石製品 1,901 Ｘ 0.00 Ｘ 2,450 2,450 0.01 0.01

　鉄　　鋼 635,861 Ｘ 0.84 Ｘ Ｘ 0 Ｘ 0.00
　非鉄金属 2,449,384 2,407,384 3.25 3.19 399,800 82,400 1.00 0.21
　金属製品 486,475 149,364 0.64 0.20 386,053 176,341 0.96 0.44

はん用機械器具 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ
生産用機械器具 4,412,210 727,563 5.85 0.96 940,711 109,362 2.35 0.27
業務用機械 5,273,459 Ｘ 6.99 Ｘ 116,822 Ｘ 0.29 Ｘ

電子部品・デバイス・電子回路 1,591,837 1,551,837 2.11 2.06 28,993 Ｘ 0.07 Ｘ
　電気機械器具 11,108,944 10,315,078 14.72 13.67 8,355,027 5,796,822 20.86 14.47
情報通信機械器具 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ
　輸送用機械器具 41,981,642 407,447 55.64 0.54 7,220,484 454,874 18.03 1.14
　その他製造業 1,202,321 491,467 1.59 0.65 354,553 301,167 0.89 0.75

計 74,056,754 20,984,995 98 28 39,033,902 10,230,110 97 26
0 0 0.00 0.00 0 0 0.00 0.00
Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ 0 0 0.00 0.00
0 0 0.00 0.00 0 0 0.00 0.00

1,218,841 746,223 1.62 0.99 878,314 704,137 2.19 1.76
0 0 0.00 0.00 0 0 0.00 0.00
0 0 0.00 0.00 0 0 0.00 0.00
Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ 0 0 0.00 0.00
Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ 0 0 0.00 0.00
0 0 0.00 0.00 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ
0 0 0.00 0.00 0 0 0.00 0.00
Ｘ 0 Ｘ 0.00 Ｘ 0 Ｘ 0.00
0 0 0.00 0.00 0 0 0.00 0.00
Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ 9,394 9,394 0.02 0.02
Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

75,458,971 21,913,689 100 29 40,052,461 11,074,010 100 28

※ 表中「X」は1又は2の事業所に関する数値で、これをそのまま掲げると個々の回答企業の秘密が漏れる
おそれがあるため、秘匿した箇所である。

複合サービス事業
サービス業(その他)
その他(分類不能)

合　　　計

医療，福祉

製
　
造
　
業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業
運輸業，郵便業
卸売業，小売業
金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

建　設　業

業種別の輸出入額を見ると、輸出額は輸送用機械器具製造業が4,198億円で最大で
あった。次いで、電気機械器具製造業が1,111億円となり、この２業種で県内輸出額の
70.4％を占めている。本県に本社がある企業に限ると、電気機械器具製造業が最大であ
る。
また、輸入額は、化学工業製造業が1,490億円で最大であった。次いで、電気機械器

具製造業が836億円、輸送用機械器具製造業が722億円となり、この３業種で県内輸入額
の76.1％を占めている。本県に本社のある企業で見ると、電気機械器具製造業が最大で
ある。

業  　　種
輸 出 輸 入

輸出額（万円） 構成比（％） 輸入額（万円） 構成比（％）

農林，林業
漁業

鉱業，採石業，砂利採取業
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３ 通関場所と積込・取卸場所の状況

（１）輸出における通関場所と積み込み場所について

税 関 名 企 業 数（社） 割  合（％）
東京税関本関 108 60.3
横浜税関本関 70 39.1

横浜税関宇都宮出張所 12 6.7
横浜税関鹿島出張所 3 1.7

そ の 他 13 7.3
不   明 26 14.5
合   計 232 ‐

　※　割合は回答企業数を母数として算出

積 込 港 企 業 数（社） 割  合（％）
横浜港 81 45.5
東京港 80 44.9

成田空港 73 41.0
羽田空港 13 7.3

常陸那珂港 1 0.6
横須賀港 1 0.6
その他 18 10.1
不    明 18 10.1
合    計 285 ‐

※　割合は回答企業数を母数として算出

（２）輸入における通関場所と取卸場所について

税 関 名 企 業 数（社） 割  合（％）
東京税関本関 115 60.8
横浜税関本関 69 36.5

横浜税関宇都宮出張所 10 5.3
横浜税関鹿島出張所 3 1.6

そ の 他 15 7.9
不   明 22 11.6
合　　計 234 ‐

※　割合は回答企業数を母数として算出

取 卸 港 企 業 数（社） 割  合（％）
東京港 90 48.1
横浜港 78 41.7

成田空港 62 33.2
羽田空港 7 3.7

常陸那珂港 3 1.6
横須賀港 0 0.0
その他 18 9.6
不    明 20 10.7
合　　計 278 ‐

※　割合は回答企業数を母数として算出
（回答企業数187社、複数回答可）

　輸出は、東京税関本関を通関する企業が最も多く、次いで横浜税関本関が多い。
　また、利用する港は、横浜港が最も多く、次いで東京港、成田空港の順に多い。

　輸入は、東京税関本関を通関する企業が最も多く、次いで横浜税関本関が多い。
　また、利用する港は、東京港が最も多く、次いで横浜港、成田空港の順に多い。

（回答企業数179社、複数回答可）

（回答企業数178社、複数回答可）

（回答企業数189社、複数回答可）
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４

（１）地域別の輸出入額について

単位：億円

単位：億円

　地域別の輸出額は、北米が3,863億円(51.2％)で最大となっている。次いで、ア
ジアが2,220億円(29.4％)、ヨーロッパが908億円(12.0％)の順となっている。
　なお、米国向け輸出は3,685億円で、北米向け輸出額の95.4％、総額でも48.8％
を占めた。

地域別の輸出入額

　地域別の輸入額は、アジアが1,555億円(38.8％)で最大となっている。次いで、
ヨーロッパが1,325億円(33.1％)、北米が1,066億円(26.6％)の順となっている。
　なお、米国からの輸入額は867億円（北米からの輸入額の81.3％）であった。

地域別輸出額

輸出総額

7,546億円

地域別輸入額

輸入総額

4,005億円

不明

0
0.0%

北米

3,863
51.2%

アジア

2,220
29.4%

ヨーロッパ

908
12.0%

中東 240 3.2%
中南米 170 2.3%
大洋州 94 1.2%
アフリカ 51 0.7%

ヨーロッパ

1,325
33.1%

アジア

1,555
38.8%

北米

1,066
26.6%

大洋州 32   0.8%
中東 25 0.6%
中南米 1  0.0% 
アフリカ 0 0.0%

不明
1

0.0%

8



（２）アジア地域における輸出入額の国別割合について

単位：億円

※その他・・・フィリピン、インドネシア、ミャンマー、カンボジア、ブルネイ、インド、バングラデシュ、
　パキスタン、スリランカ、ネパール、モンゴルなど

単位：億円

※その他・・・フィリピン、インドネシア、ミャンマー、カンボジア、インド、バングラデシュ、スリランカ
　など

　アジア地域輸出額の国別割合は、中国が1,167億円(52.6％)で最大となっている。
　次いで、韓国が257億円(11.6％)、台湾が175億円(7.9％)の順となっている。

　アジア地域輸入額の国別割合は、中国が704億円(45.3％)で最大となっている。
　次いで、タイが184億円(11.8％)、韓国が158億円(10.2％)の順となっている。

アジア地域輸出額の国別割合その他

164
7.4%

輸出総額

2,220億

アジア地域輸入額の国別割合

韓国

158
10.2%

中国

1,167
52.6%

香港

113
5.1%

韓国

257
11.6%

台湾

175
7.9%

シンガポール

111
5.0%

タイ

125
5.7%

マレーシア

66
3.0%

ベトナム

41
1.9%

不明

1
0.0%

中国

704
45.3%

台湾

137
8.8%

マレーシア

34
2.2%

ベトナム

79
5.1%

タイ

184
11.8%

不明

1
0.1%

その他

179
11.5%

香港

39
2.5%
シンガポール

40
2.6%

輸入総額

1,555億円
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５ 輸出入における問題点

（回答企業数＝ 181社） （回答企業数＝ 122社）
項　　目 企業数（社） 割合（％） 企業数(社） 割合（％）

為替相場の変動 75 41.4 47 38.5
相手国の法規制への対応 67 37.0 43 35.2
物流コストが高い 59 32.6 38 31.1
代金が回収できなかった 37 20.4 27 22.1
言語の違いによる意思疎通不足 31 17.1 23 18.9
貿易実務の知識不足 22 12.2 15 12.3
取引先の信用不安 20 11.0 16 13.1
知的財産権の侵害 9 5.0 7 5.7
その他 5 2.8 4 3.3
特にない 40 22.1 27 22.1
合計 365 ‐ 247 ‐

(複数回答可)
※1　割合は回答企業数を母数として算出
※2　その他 ： 相手国の景気、納期対応、相手国への現地訪問のハードルの高さ、関税、輸送中の経
　　　　　　　　　時変化による商品の品質など

（１）輸出について

全体 本県本社

輸出における問題点は、「為替相場の変動」と回答した企業が回答企業181社中75社
(41.4％)と最も多く、次いで「相手国の法規制への対応」が67社(37.0％)、「物流コスト
が高い」が59社(32.6％)の順となっている。

47 

43 

38 

27 

23 

15 

16 

7 

4 

27 

28 

24 

21 

10 

8 

7 

4 

2 

1 

13 

75 

67 

59 

37 

31 

22 

20 

9 

5 

40 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

為替相場の変動

相手国の法規制への対応

物流コストが高い

代金が回収できなかった

言語の違いによる意思疎通不足

貿易実務の知識不足

取引先の信用不安

知的財産権の侵害

その他

特にない

輸出における問題点

本県本社（122社）

県外本社（59社）

（枠外は合計数）

（社）
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（２）輸入について

（回答企業数＝ 185社） （回答企業数＝ 120社）
項　　目 企業数（社） 割合（％） 企業数（社） 割合（％）

為替相場の変動 101 54.6 63 52.5
物流コストが高い 66 35.7 37 30.8
言語の違いによる意思疎通不足 27 14.6 13 10.8
相手国の法規制への対応 25 13.5 16 13.3
貿易実務の知識不足 15 8.1 9 7.5
取引先の信用不安 13 7.0 7 5.8
商品が届かなかった 7 3.8 5 4.2
知的財産権の侵害 1 0.5 1 0.8
その他 20 10.8 12 10.0
特にない 40 21.6 33 27.5
合計 315 ‐ 196 ‐

(複数回答可)
※1　割合は回答企業数を母数として算出
※2　その他 ： 品質、納期遅延、関税の高さ、関税の変更の懸念、リードタイム、供給の安定性、荷くずれ、
　　　　　　　　　自然災害リスク　など

全体 本県本社

輸入における問題点は、「為替相場の変動」と回答した企業が回答企業185社中101社
(54.6％)と最も多く、次いで「物流コストが高い」が66社(35.7％)、「言語の違いによる
意思疎通不足」が27社(14.6％)の順となっている。

63 

37 

13 

16 

9 

7 

5 

1 

12 

33 

38 

29 

14 

9 

6 

6 

2 

0 

8 

7 

101 

66 

27 

25 

15 

13 

7 

1 

20 

40 

0 20 40 60 80 100 120

為替相場の変動

物流コストが高い

言語の違いによる意思疎通不足

相手国の法規制への対応

貿易実務の知識不足

取引先の信用不安

商品が届かなかった

知的財産権の侵害

その他

特にない

輸入における問題点

本県本社（120社）

県外本社（65社）

（枠外は合計数）

（社）
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６ 今後の輸出入の予定

234 社 231 社 465 社

企業数
(社)

割合(%)
企業数

(社)
割合(%)

企業数
(社)

割合(%)

59 25.2 9 3.9 68 14.6

39 16.7 7 3.0 46 9.9

41 17.5 28 12.1 69 14.8

19 8.1 14 6.1 33 7.1

104 44.4 180 77.9 284 61.1

262 ‐ 238 ‐ 500 ‐

（複数回答可）

※　割合は回答企業数を母数として算出

７

企業数
(社)

割合(%)
企業数

(社)
割合(%)

企業数
(社)

割合(%)
企業数

(社)
割合(%)

企業数
(社)

割合(%)

アジア(アセアン・中東除く) 13 39.4 30 34.5 4 33.3 3 42.9 50 36.0

アセアン 7 21.2 22 25.3 3 25.0 3 42.9 35 25.2

北米 4 12.1 12 13.8 2 16.7 1 14.3 19 13.7

ヨーロッパ 6 18.2 10 11.5 1 8.3 0 0.0 17 12.2

大洋州 2 6.1 2 2.3 1 8.3 0 0.0 5 3.6

中南米 1 3.0 3 3.4 0 0.0 0 0.0 4 2.9

中東 0 0.0 5 5.7 1 8.3 0 0.0 6 4.3

アフリカ 0 0.0 3 3.4 0 0.0 0 0.0 3 2.2

合　計 33 100 87 100 12 100 7 100 139 100

（複数回答可）

※　割合は回答総数を母数として算出

　今後の輸出入の予定について回答のあった465社の状況は、下表のとおりである。

合計

項　 　目

新たに輸出をする予定がある

食品製造業

新たに輸入をする予定がある

輸出の予定・関心のある地域（業種別）

地　域
製造業 卸売業・小売業 合計サービス業

　「新たに輸出をする予定がある」又は「１～２年後に輸出の具体的な予定はないが、関心がある」と回
答した企業であって、特定の国・地域を挙げた企業のうち、業種別における輸出予定・関心のある地域
は下表のとおりである。

輸出入実績の
ある企業

輸出入実績の
ない企業

合　計

（新たに）輸出・輸入の予定はない

1～2年後に輸出の具体的な予定はないが、関心がある

1～2年後に輸入の具体的な予定はないが、関心がある
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１ 概　　　況

（１） 海外進出状況

海外進出企業数（社） 海外事業所等数

1 1
　食料品食飲料品等 5 8
飲料・たばこ・飼料 1 1

　繊　　維 3 3
　木材・木製品 2 3
家具・装備品 1 1

パルプ・紙・紙加工品 1 1
　印刷・同関連業

　化学工業 1 1
　石油・石炭製品
　プラスチック製品 5 16

　ゴム製品 2 4
なめし革・同製品・毛皮

窯業・土石製品
　鉄　　鋼 2 2

　非鉄金属 3 3
　金属製品 15 31

はん用機械器具
生産用機械器具 5 14

業務用機械 2 21
電子部品・デバイス・電子回路 3 7

　電気機械器具 5 21
情報通信機械器具 1 3
　輸送用機械器具 8 18
　その他製造業 3 5

計 68 163

15 29
1 2

2 3
2 181
2 2

1 3

92 384

　平成30（2018）年７月１日現在で、県内に本社のある企業378社のうち92社が海
外に384か所の事業所等を設けている。
　業種別の海外進出企業数と海外事業所数は、下表のとおりである。

合　　　計

生活関連サービス業，娯楽業
教育，学習支援業

医療，福祉
複合サービス事業

情報通信業

鉱業，採石業，砂利採取業

学術研究，専門・技術サービス
宿泊業，飲食サービス業

運輸業，郵便業
卸売業，小売業
金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

サービス業(その他)
その他(分類不能)

電気・ガス・熱供給・水道業

農林，林業
漁業

業  　　種

建　設　業

製
　
造
　
業
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２

（１）地域別海外進出状況

アジア 中国 113 44 ヨーロッパ イギリス 3 3
香港 82 5 　 フランス 2 2
台湾 4 4 ドイツ 3 3
タイ 33 18 オランダ 2 2
ベトナム 22 19 スペイン 1 1
インドネシア 23 5 ロシア 1 1
マレーシア 10 8 イタリア 1 1
シンガポール 8 3 ヨーロッパ合計 13 13
フィリピン 11 5 大洋州 オーストラリア 4 3
韓国 4 3 ニュージーランド 1 1
バングラディシュ 3 1 大洋州合計 5 4
インド 3 3 中南米 メキシコ 3 3
モンゴル 1 0 ブラジル 2 2
ミャンマー 2 2 中南米合計 5 5
ラオス 1 1 中東 クウェート 2 0
カンボジア 3 1 UAE 1 1
アジア合計 323 122 トルコ 1 1

北米 アメリカ 31 14 中東合計 4 2
カナダ 3 3 合     計 384 163
北米合計 34 17

（２）進出年別事業所等数

　進出年別の事業所等数は下表のとおりである。

（３）海外事業所等の進出形態

　　海外事業所等の進出形態は下表のとおりである。

地域別海外進出状況等

県内に本社のある企業92社、384か所の地域別海外進出状況は、アジアが323か所と最も多く、う
ちアセアン地域は113か所となっておりアジアのうち35.0％を占めている。次いで、北米が34か所
となっており、両地域で全体の93.0％を占めている。

地 域 名 国　名
事業所等数

(全体)
事業所等数

(製造業) 地 域 名 国　名
事業所等数

(全体)
事業所等数

(製造業)

16 

2 1 3 5 8 
4 6 

2 4 5 5 
10 7 8 

15 14 
19 

8 10 13 15 
22 

41 38 

23 21 

36 

11 12 
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20
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20

18
不
詳

進出年別事業所等数

187 

101 

65 

23 

8 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

店舗

工場

営業所

駐在員事務所

その他

海外事業所等の進出形態
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３ 今後の海外進出計画

　県内に本社のある企業378社の今後の海外進出については、下表のとおりである。

92 社 286 社 378 社

企業数（社） 割合（％） 企業数（社） 割合（％） 企業数（社） 割合（％）

新たに海外進出計画がある 4 4.3 10 3.5 14 3.7

具体的な計画はないが、関心はある 23 25.0 48 16.8 71 18.8

海外進出計画はない 46 50.0 205 71.7 251 66.4

無回答 19 20.7 23 8.0 42 11.1

合　計 92 100 286 100 378 100

４

企業数（社） 割合（％） 企業数（社） 割合（％） 企業数（社） 割合（％） 企業数（社） 割合（％） 企業数（社） 割合（％）

アジア(アセアン・中東除く) 5 38.5 13 36.1 3 33.3 1 33.3 22 36.1

アセアン 4 30.8 14 38.9 3 33.3 2 66.7 23 37.7

北米 2 15.4 3 8.3 1 11.1 0 0.0 6 9.8

ヨーロッパ 2 15.4 3 8.3 1 11.1 0 0.0 6 9.8

大洋州 0 0.0 1 2.8 0 0.0 0 0.0 1 1.6

中南米 0 0.0 1 2.8 1 11.1 0 0.0 2 3.3

中東 0 0.0 1 2.8 0 0.0 0 0.0 1 1.6

合　計 13 100 36 100 9 100 3 100 61 100

（複数回答可）

※　割合は回答総数を母数として算出

合計

　「新たに海外進出計画がある」又は「具体的な計画はないが、関心はある」と回答し
た企業であって、特定の国・地域を挙げた企業のうち、業種別における海外進出予定・
関心のある地域は下表のとおりである。

地　域

海外進出の計画・関心のある地域（業種別）

食品製造業 製造業 卸売業・小売業 サービス業

項　目

現在海外進出を
行っている企業

現在海外進出を
行っていない企業

合計
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５

海外進出の目的 企業数（社） 割合（％）

海外市場の開拓 52 61.2

取引先企業の進出 31 36.5

安価な労働力確保 28 32.9

安価な部品・原材料の調達 28 32.9

日本国内の労働力不足 16 18.8

その他 3 3.5

合計 158 ‐

※　割合は回答企業数を母数として算出

海外進出の目的と問題点

海外進出の目的については、「海外市場の開拓」と回答した企業が回
答企業85社中52社(61.2％)と最も多く、次いで、「取引先企業の進出」
が31社(36.5％)が多い。さらに、「安価な労働力確保」と「安価な部
品・原材料の調達」がそれぞれ28社(32.9％)の順となっている。

（１）海外進出の目的

（回答企業数85社、複数回答可）

52 

31 

28 

28 

16 

3 
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海外市場の開拓

取引先企業の進出

安価な労働力確保
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日本国内の労働力不足

その他

海外進出の目的

（社）

n=85
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（２）海外進出における問題点

問題点 企業数（社） 割合（％）

労働コストの上昇 41 49.4

現地での人材確保 38 45.8

法・税制度が不透明 34 41.0

言語の違いによる意思疎通不足 29 34.9

人事労務管理 28 33.7

現地の治安・政情不安 25 30.1

他社との競争 15 18.1

インフラの未整備 14 16.9

通貨・物価が不安定 13 15.7

知的財産権の侵害 2 2.4

その他 2 2.4

特にない 1 1.2

合計 242 ‐

※　割合は回答企業数を母数として算出

（回答企業数83社、複数回答可）

　海外進出における問題点については、「労働コストの上昇」と回答し
た企業が回答企業83社中41社(49.4％)と最も多く、次いで、「現地での
人材確保」が38社(45.8％)、「法・税制度が不透明」が34社(41.0％)の
順となっている。
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特にない

海外進出における問題点 n=83

（社）

17



６ 業務提携や技術提携の状況

（１）業務提携や技術提携の状況

（２）提携の種類

（複数回答可）

※回答があった提携先
生産委託・・・中国、台湾、韓国、タイ、ベトナム、インドネシア、マレーシア、フィリピン、スリランカ、
　　　　　　　　　カナダ、ブルガリア、エストニア、フィンランド など
技術提携・・・中国、韓国、タイ、インドネシア、ベトナム、マレーシア、フィリピン、インド、
　　　　　　　　　アメリカ、イギリス、ドイツ、ロシア、メキシコ、イスラエル など
販売委託・・・中国、台湾、韓国、タイ、ベトナム、カナダ、ドイツ、イスラエル など

「現在行っている」と回答した企業57社の提携の種類は、下表のとおりである。

　県内に本社のある企業378社のうち、業務提携（生産委託等）や技術提携（技術供与
等）について回答のあった352社の状況は、下表のとおりである。

現在行っている

57 社
16.2%

予定・関心はある

48 社
13.6%

予定・関心ともにない

247 社
70.2%

業務提携や技術提携の状況

37

18

12

0 5 10 15 20 25 30 35 40

生産委託

技術提携

販売委託

提携の種類

企業数

（社）
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１ グローバル人材の雇用状況等や採用の理由

（１）グローバル人材の現在の雇用状況、今後の採用予定

（２）グローバル人材を採用した、又は採用したい理由

（主要なもの１つのみ回答）

グローバル人材の現在の雇用状況及び今後の採用予定について回答のあった491社の
状況は、下図のとおりである。
グローバル人材を現在雇用している、又は今後の採用予定があると回答した企業は

198社(40.3％)であり、残り293社(59.7％)はグローバル人材を現在雇用しておらず、
今後の採用予定もないという結果になった。

グローバル人材を現在雇用している、又は今後の採用予定があると回答した企業の
うち、グローバル人材を採用した、又は採用したい理由について回答した196社の回答
状況は下図のとおりである。
「グローバル人材ならではの強みを活かす」が110社(56.1％)と最多で、次いで「労

働者不足に備える」57社(29.1％)の順となった。

現在あり、予定あり

83 社
16.9%

現在あり、予定なし

17 社
3.5%

現在なし、予定あり

98 社
20.0%

現在なし、予定なし

293 社
59.7%

グローバル人材の現在の雇用状況、今後の採用予定

(n=491)

グローバル人材ならではの

強みを活かす

110 社
56.1%労働者不足に備える

57 社
29.1%

日本人社員を育成する

10 社
5.1%

その他

8 社
4.1%

特になし

11 社
5.6%

採用の理由又は採用したい理由
(n=196)
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２ 採用に当たっての課題、採用しない理由

（１）採用に当たっての課題

（主要なもの３つまで回答可）

（２）採用しない理由

（複数回答可）

（主要なもの３つまで回答可）

グローバル人材を現在雇用している又は今後の採用予定があると回答した企業のうち、グ
ローバル人材を採用するに当たっての課題について回答した194社の回答状況は下図のとおり
である。
「採用したい能力・資質を持った人材が見つからない」が86社(44.3％)と最多で、次いで

「日本語能力に不安がある」が83社(42.8％)、「長期雇用が望めない」が73社(37.6％)の順に
多かった。

グローバル人材を現在雇用しておらず、かつ、今後の採用予定もないと回答した企業のう
ち、グローバル人材を採用しない理由について回答した企業288社の回答状況は下図のとおり
である。
「日本語能力に不安がある」が最多の89社(30.9％)で、「グローバル人材の能力を活かせる

仕事がない」が86社(29.9％)、「長期雇用が望めない」が74社(25.7％)の順に多かった。

42.8 

44.3 

37.6 

29.9 

7.7 

12.9 

6.7 

12.9 

1.0 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

日本語能力に不安がある

採用したい能力・資質を持った

人材が見つからない

長期雇用が望めない

環境に調和なじまないおそれがある

文化等の違いに対する

配慮の仕方が分からない

労働条件が折り合わない

グローバル人材の

能力を活かせる仕事がない

特になし

その他

採用に当たっての課題 (n=194) ％（回答企業中に占める割合）

30.9 

13.2 

25.7 

21.2 

9.7 

8.3 

29.9 

22.6 

7.3 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0

日本語能力に不安がある

採用したい能力・資質を持った

人材が見つからない

長期雇用が望めない

環境に調和なじまないおそれがある

文化等の違いに対する

配慮の仕方が分からない

労働条件が折り合わない

グローバル人材の

能力を活かせる仕事がない

特になし

その他

採用しない理由 (n=288)
％（回答企業中に占める割合）
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○輸出実績企業
※五十音順に掲載

所在地

電話番号

下都賀郡壬生町壬生丁138-22

0282-81-1167

矢板市乙畑字外出１８５５

0287-48-2221

宇都宮市新里町丁1371－2

028-665-1087

那須塩原市四区町1532-1

0287-36-4147

宇都宮市柳田町248

028-661-0880

足利市久保田町838-1

0284-70-0780

佐野市植上町1610-2

0283-23-3535

矢板市下伊佐野31-1

0287-43-0326

小山市神鳥谷1747-1

0285-28-6878

大田原市片府田302-2

0287-98-3477

宇都宮市茂原1-2-19

028-654-2394

佐野市葛生西1-3-13

0283-86-3711

真岡市松山町21-1

0285-82-5171

小山市大字南小林87

0285-38-0003

さくら市喜連川5378-1

028-615-7555

小山市萱橋1108

0285-49-3305

那須烏山市中央1-11-18

0287-83-1221

宇都宮市岩曽町1365-1

028-662-6934

鹿沼市野尻113－2

0289-65-6001

2 株式会社　飯野製作所 輸送用機械器具 輸送用機械器具製造業

1 電子機器・設計

No.

18

19

3 株式会社　伊澤技術研究所

4 泉鋼管　株式会社

清酒を中心とした酒類製造販売

古紙卸売業

金属製品

事業内容

卸売業、小売業

飲料・たばこ・飼料

製造業

木製住宅設備品・インテリア装飾品
のデザイン・製造・販売

医薬品製造業

アジアスニーズウエイ
株式会社

学術研究、
専門・技術サービス

企業名 業種

JP資源　株式会社

株式会社　島崎酒造

株式会社　おばねや

生産用機械器具

鉄鋼

有限会社　小野崎糀店

飲料・たばこ・飼料

生産用機械器具

株式会社　スズキプレシオン

16

13

すがたかたち
木材・木製品
（家具を除く）

卸売業、小売業

三福酒造　株式会社14

17

15 株式会社　シージーエム

化学工業

食料品

興和　株式会社

産業車輛の販売

清酒製造及びその販売

6 株式会社　エコアール 卸売業、小売業

卸売業、小売業7 小川産業　株式会社

工具の製造

味噌醸造

自動車中古部品卸売業

電縫鋼管、精密引抜鋼管、
OAロール用芯軸製造

清酒製造業宇都宮酒造　株式会社 飲料・たばこ・飼料5

プラスチック製品

10 菊の里酒造　株式会社

9 食料品

清酒製造業

漬物製造

葛生製袋工業　株式会社12

8 食料品

11 共立精機　株式会社 機械治具製造販売

合成樹脂・化学薬品・石灰・製
粉・セメント等　各種紙袋製造販
売

パルプ・紙・紙加工品
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所在地

電話番号
No. 事業内容企業名 業種

宇都宮市末広1－2－23

028-666-0288

那須塩原市下田野532－165

0287-35-3920

栃木市大塚町1720

0282-27-8271

栃木市藤岡町藤岡2926-1

0282-62-4725

足利市南大町443

0284-71-3131

那須烏山市宮原32-1

0287-84-1100

佐野市山形町1233

0283-65-7050

真岡市田町1041－1

0285-82-2059

矢板市片岡1197

0287-48-2120

大田原市蛭畑2166

0287-98-2107

足利市福居町1079-1

0284-71-0023

芳賀郡益子町城内坂2

0285-72-2081

大田原市下石上1385

0287-26-6345

那須塩原市関谷1195-138

0287-35-3151

芳賀郡益子町塙333-1

0285-72-0001

宇都宮市本町4-12

028-622-8223

栃木市薗部町20-5-20

0282-24-8008

小山市栗宮1452

0285-45-0035

小山市神鳥谷4-1-53

0285-22-0006

佐野市大橋町3221-3

0283-22-2709

33 株式会社　トープラテクノ 金属製品 金属加工業

生産用機械器具 機械設計・製作

35 株式会社　虎屋本店 飲料・たばこ・飼料 清酒の製造

34 株式会社　外池酒造店 飲料・たばこ・飼料 酒類製造販売

38

25 株式会社　田中電気研究所

22 タカ食品工業　株式会社

21 高塩技研工業　株式会社

24 株式会社　タツミ　

生産用機械器具

食料品

薄物素材のカット・スリット・ダイカット
機の製造

食品製造

20 有限会社　スプランドールとらや 食料品 菓子製造業

計測器、ダスト濃度計製造販売

23 株式会社　竹沢精機 生産用機械器具

プラスチック製品

28 株式会社　ディード 電気機械器具

27 株式会社　辻善兵衛商店 飲料・たばこ・飼料

26 長産業　株式会社

輸送用機械器具

精密機械部品加工

自動車用部品の製造販売

空調用フィルター製造、
プラスチック加工

電気機械器具製造

酒造業

電気機械器具

29 天鷹酒造　株式会社

32

陶器製造販売

37 西堀酒造　株式会社 食料品 酒類製造業

36
株式会社
錦エンジニアリング

31

東芝電子管デバイス
株式会社

麺類製造・販売

飲料・たばこ・飼料 清酒製造業

有限会社　陶庫 窯業・土石製品

卸売業、小売業株式会社　ノザキ 酒類・食品　卸・小売

電子部品・デバイス
・電子回路

電子管及びその応用製品の
開発・製造・販売

30 東京拉麺　株式会社 食料品

39 輸送用機械器具株式会社　野中工業所 輸送用機械器具製造業
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所在地

電話番号
No. 事業内容企業名 業種

足利市福居町361

0284-22-8791

宇都宮市下栗町2291-3

028-656-9171

日光市大室1960-1

0288-26-3641

足利市大月町465-3

0284-40-2000

那須郡那須町漆塚449

0287-72-1035

大田原市住吉町1-1-28

0287-22-2239

芳賀郡益子町塙858

0285-72-1111

宇都宮市平出工業団地39-5

028-664-3007

日光市今市450

0288-21-0007

足利市小俣町483-2

0284-62-0342

株式会社　ユーユーワールド サービス業
（他に分類されないもの）

物流・貿易、人材派遣、介護、
食品販売

47

48 株式会社　渡邊左平商店 飲料・たばこ・飼料 清酒業

49 有限会社　ワダノブテックス 繊維 トーションレース企画、製造

46
HOYA Technosurgical

株式会社
その他製造業 セラミック製品の人工骨製造

45 鳳鸞酒造　株式会社 飲料・たばこ・飼料
清酒・果実酒・リキュール醸造・
販売

自動車部品製造、
金型・整備治具製作

41 株式会社　ビーエイチ 卸売業、小売業

44 平和テクニカ　株式会社 生産用機械器具 金属機械工具の製造・販売

43 株式会社　深井製作所 輸送用機械器具

理美容卸業、
オーガニックハーブティー販売

ハートランド・データ
株式会社

情報通信業40

42 光工業　株式会社 金属製品 金型設計製作・プレス加工業

ソフトウェア等の設計・開発
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○輸入実績企業
※五十音順に掲載

所在地
電話番号

河内郡上三川町上三川3948

0285-56-6213

小山市駅南町1-20-23

0285-37-7005

芳賀郡茂木町鮎田1854-1

0285-63-0140

佐野市堀米町1236

0283-22-4450

鹿沼市下奈良部町273

0289-75-3266

宇都宮市平出町335－3

028-660-8732

宇都宮市清原工業団地7-1

028-667-7143

栃木市藤岡町藤岡517

0282-62-2013

さくら市喜連川1241-2

028-686-2588

佐野市町谷町2943

0283-22-9853

さくら市氏家1150－3

028-682-2930

宇都宮市中岡本町2857－2

028-673-6060

芳賀郡市貝町刈生田851-1

0285-68-0168

那須郡那須町大字寺子乙3921

0287-72-5555

小山市犬塚6-20-13

0285-31-2663

佐野市栄町14-3

0283-22-6216

宇都宮市問屋町3172-15

028-656-2715

下都賀郡壬生町国谷2033-1

0282-82-0045

栃木市泉川町556

0282-23-5640

河内郡上三川町上郷2210-10

0285-56-0141

小山市萱橋1085

0285-49-3330

鹿沼市さつき町16－1

0289-72-0107

ワイン製造販売

株式会社　アイファ電気商会 サービス業
（他に分類されないもの）

工業用機械の
修理・メンテナンス

アンドー　株式会社 繊維 産業資材用途織物製造販売

株式会社　椿屋 食料品 豆菓子製造

宇賀神緑販　株式会社

株式会社　ジョエル・エム

お盆用品・正月飾り・清掃用品
輸入・卸売

高山商事　株式会社

2

輸送用機械器具 自動車（バス）車体製造

17

株式会社　信和工業15

畜産

16

農業、林業
株式会社
ジェイイーティファーム

14

株式会社　晃和

11

13

エム・シー・アイ　株式会社

5

有限会社　加藤伝蔵商店

3

7

農業、林業

縫製業

金属製品 住設機器の部材の製造

繊維

No. 企業名 業種

アテウス　株式会社 飲料・たばこ・飼料

事業内容

9

荒物雑貨卸

有限会社
エフ・エフ・ヒライデ

有限会社　クロサワ

4

花の生産・販売

肥料の製造・販売飲料・たばこ・飼料

輸送用機械器具 自動車部品の製造

卸売業、小売業

1 株式会社　アール・ティー・シー 電気機械器具
電気・電子機器の開発・設計・
製造

緑化木・花木の生産・販売、
ワイン醸造販売　など

農業、林業

6

10

8

12

サービス業
（他に分類されないもの）

レンタルおしぼり･リネン･
ユニフォーム・マット・モップ等

金属製品 建築金物製造

株式会社　三協

ジェイ・バス　株式会社

木造プレカット事業

株式会社　セキザワ

18

新和工業　株式会社 輸送用機械器具 輸送用機械器具製造

株式会社　ツルオカ 輸送用機械器具
金属資源の取扱い、
輸送用機器製造業

19

20

21

その他製造業 雨具製造輸入販売

卸売業、小売業

ハム・ソーセージ等食品製造滝沢ハム　株式会社 食料品

テクノウッドワークス
株式会社

木材・木製品
（家具を除く）

22
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所在地
電話番号

No. 企業名 業種 事業内容

宇都宮市上野町6066-10

028-660-0581

足利市大前町1380-1

0284-62-5575

佐野市中町1305

0283-85-2140

宇都宮市一条3-1-10

028-908-0301

鹿沼市さつき町5

0289-76-2251

日光市足尾町下間藤3-5

0288-93-3511

那須郡那珂川町健武2375

0287-92-1400

足利市鹿島町1115

0284-62-1321

那須塩原市上厚崎600‐13

0287-62-8451

河内郡上三川町上三川4927

0285-56-2022

宇都宮市上御田町459

028-653-0310

小山市駅南町3-14-22

0285-27-2596

宇都宮市陽東5-6-27

028-689-4771

佐野市富士町963

0283-21-4911

株式会社　徳光 卸売業、小売業
婦人雑貨小物の
企画・製造・販売

大和電器　株式会社 電気機械器具 配線器具製造業

株式会社
リッツコーポレーション

卸売業・小売業 カーオーディオ専門店

株式会社　野村鍍金

株式会社　谷野善平商店 卸売業、小売業

製造業

36

株式会社
メリケンインターナショナル

卸売業、小売業 縫製品輸入卸売業

35

食料品

33

古河キャステック　株式会社 鉄鋼 鋳造品の製造・販売

生産用機械器具

29

32

株式会社　レイテック 電気機械器具 半導体放射線検出器製造

28

6月の森農業生産法人
ブルーベリーファーム　有限会社

農業、林業
果樹栽培、菓子製造業、
サービス業

34

電子機器の製造

24

金属製品 電気めっき業

干瓢卸売

30

31

明治機械　株式会社

株式会社　ミツトヨフーズ

産業機械関連事業・太陽光関
連事業・不動産関連事業

墓石事業にかかる事業

製造業窯業・土石製品有限会社　ドライテック

株式会社　デュプラス

株式会社　ニチボ 卸売業、小売業

23

25

27

26

電気機械器具

25



○輸出入実績企業
※五十音順に掲載

所在地
電話番号

那須塩原市鍋掛1086-18

0287-60-0057

真岡市鬼怒ヶ丘1-15-10

0285-80-1361

足利市旭町553

0284-41-8181

宇都宮市下金井町899-4

028-665-8301

佐野市下彦間町697

0283-65-1111

栃木市都賀町家中4975-3

0282-27-0331

日光市塩野室町2081-101

0288-26-7011

栃木市城内町2-53-43

0282-23-1234

小山市大字横倉新田295

0285-27-1511

小山市天神町2-7-26

0285-22-0022

佐野市戸奈良町1022

0283-62-2111

芳賀郡市貝町赤羽2606

0285-68-7000

那須塩原市新南163-355

0287-36-6688

鹿沼市茂呂字芝ノ内252-37

0289-76-1218

矢板市片岡1150-23

0287-48-2471

下都賀郡壬生町おもちゃのまち4-10-15

0282-86-2468

足利市西砂原後町1141

0284-41-2811

栃木市川原田町268

0282-24-0018

鹿沼市さつき町8

0289-76-3251

栃木市藤岡町甲2685

0282-62-5740

宇都宮市簗瀬町2328-3

028-638-3075

那須烏山市東原53

0287-88-2288

13 金子メディックス　株式会社

非鉄金属

金型及びプラスチック製品の
製造

医療、福祉

株式会社　キャム

14 株式会社　鎌田スプリング

16

情報通信機械器具15 カンタツ　株式会社

17

プラスチック製品

櫛田興業　株式会社

金属加工業

鋼製家具製造

株式会社　小林縫製工業

20

株式会社　シオダ

12

8 株式会社　小野口商店

歯科器具製造金属製品

その他製造業

家具・装備品

医療用注射針製造

19

18 繊維

マイクロレンズユニットの
設計及び製造

非鉄金属製造業

食品製造・卸売

中古機械買取販売卸売業、小売業

レディスアンダーウェアメーカー

シーメイト　株式会社

22

卸売業、小売業

10

11 繊維 オフィスユニフォーム製造販売

株式会社　小山製材木材

かんぴょう卸売・製造

食料品

卸売業、小売業

9 小山化学　株式会社 合成繊維の製造・販売・加工

木製パレット、古材の輸入販売

カーシーカシマ　株式会社

No. 企業名 業種

花王　株式会社

7 株式会社　太堀

生産用機械器具

繊維

木材・木製品
（家具を除く）

3

2

1

4

5

6

電気機械器具

生産用機械器具

食料品

株式会社　板通 卸売業、小売業

株式会社　青木製作所 金属製品

株式会社
ＦＴＭテクニカルサービス

遠藤食品　株式会社

事業内容

機械金属製造業
（治具、装置設計製作）

食品製造（ガリ・紅しょうが等）

株式会社　アイ電子工業

株式会社　CMC

株式会社　サンテック

電子・電気機械等
産業用医療機製造　他

金属製品加工業

産業用機械器具製造

表面処理に関わる卸売業

有限会社　大阿久精工

食品製造業

パルプ・紙・紙加工品 紙製品製造

21

26



所在地
電話番号

No. 企業名 業種 事業内容

佐野市赤坂町946-1

0283-22-7271

大田原市北金丸1863

0287-23-5111

那須郡那須町寺子乙2567-57

0287-72-6126

大田原市本町2-2830-4

0287-22-3167

佐野市栄町2

0283-23-2220

宇都宮市平出工業団地44-3

028-664-1111

宇都宮市陽南1-1-11

028-684-7210

下都賀郡野木町野木140

0280-56-2111

真岡市並木町2-1-10

0285-82-2171

下野市下古山154

0285-53-7211

日光市根室697-1

0288-26-3930

栃木市惣社町1510-1

0282-27-0005

鹿沼市緑町3-9-17

0289-65-1685

小山市大字荒井566

0285-22-6111

宇都宮市南大通り3-5-6

028-348-3181

宇都宮市清原工業団地19-2

028-667-5211

佐野市栄町12-2

0283-23-1221

矢板市幸岡2082

0287-44-2155

小山市萱橋1194　小山第二工業団地内

0285-49-3045

栃木市都賀町家中5695-1

0282-27-8191

下都賀郡壬生町おもちゃのまち3-3-20

0282-86-5111

鹿沼市下日向700

0289-64-3380

芳賀郡益子町益子3288-8

0285-72-4114

建設機械部品製造

玩具製造販売

筆記具の製造・販売

特装車製造

精密プラスチック射出成形業

精密歯車・減速機製造

株式会社　スズテック 農業機械製造業金属製品

株式会社　坪野谷紙業

東陽機器工業　株式会社

製紙原料古紙仕入・加工・
販売、家庭用紙の製造・販売

卸売業、小売業

ゴム製品 ゴム製造業

株式会社　トーヨー パルプ・紙・紙加工品 折紙製造加工販売

株式会社　トミーテック その他製造業

株式会社　仲山商事 卸売業、小売業

業務用機械

合同会社　Team.N.T.

株式会社　寺岡製作所 プラスチック製品 各種粘着テープの製造

プラスチック製品
プラスチック成形材料製造業
研究開発

デュポン　株式会社

卸売業

株式会社　ナカニシ

分類不能の産業 輸出入アドバイジング業他

42

43

トーアテック　株式会社

歯科用・一般産業用・医療用
回転器具の製造・販売

38

生産用機械器具

生産用機械器具 工業用ミシンの製造

島田電機　株式会社

JUKI　株式会社

スプリングの製造及び販売金属製品

電気機械器具 防爆製品の製造及び販売

株式会社
城北スプリング製作所

新明和工業　株式会社

その他製造業
園芸用土・肥料・資材の製造・
卸売

医療機器の製造及び輸出・
販売

その他製造業

プラスチック製品

電子部品・デバイス
・電子回路 電子・電気部品の組立調整

株式会社　刀川平和農園

仙波糖化工業　株式会社

ゼブラ　株式会社

食品・食品添加物製造販売

航空機部品の製造販売
および修理

株式会社
大日光・エンジニアリング

株式会社　タスク

株式会社　伸好舎

第一化成　株式会社

輸送用機械器具

その他製造業

SUBARU　株式会社 輸送用機械器具

金属製品

食料品

35

34

33

44

23

45

37

41

40

39

28

24

27

26

36

29

31

32

30

25

27



所在地
電話番号

No. 企業名 業種 事業内容

足利市堀込町2541

0284-73-1611

矢板市片岡2066-2

0287-47-4581

神奈川県横浜市神奈川区宝町2

050-3804-5858

鹿沼市日吉町495

0289-62-5883

栃木市国府町1

0282-28-1111

宇都宮市清原工業団地12-2

028-667-2171

足利市梁田町610

0284-71-2181

佐野市石塚町3000-2

0283-86-8668

足利市問屋町1177-11

0284-71-1455

栃木市藤岡町藤岡4254

0282-62-3201

さくら市氏家231

028-682-3711

栃木市国府町150

0282-27-5656

佐野市赤坂町940-3

0283-22-3681

日光市針貝1066-24

0288-26-8911

那須塩原市北赤田1588-1

0287-37-4606

栃木市野中町912

0282-24-8803

佐野市田島町171

0283-22-1901

佐野市多田町168-2

0283-61-1370

宇都宮市下栗町2200

028-656-1111

栃木市片柳町1-14-2

0282-22-0332

那須塩原市下厚崎264

0287-63-5516

宇都宮市平出工業団地20-4

028-662-3811

真岡市鬼怒ヶ丘8

0285-83-0871
鉄鋼 銑鉄鋳物製造

株式会社　バンテック 金属製品 金属フィルター製造業

業務用機械 精密測定機器製造業

自動車部品製造

健康食品製造その他製造業

特殊繊維製品製造業

株式会社　三ツ村製作所

丸昌産業　株式会社

非鉄金属 電解銅箔の製造

プラスチック・キャップ・容器の
製造

三笠産業　株式会社

繊維

株式会社　ミツトヨ

精密機械器具製造

表面処理剤の製造

生産用機械器具

村田発條　株式会社 金属製品 ばね製造販売

包装設備機械製造販売

輸送用機械器具

株式会社　ミナト製薬

藤岡ニューロング工業
株式会社

富士フィルター工業
株式会社

金属製品 金属フィルター製造・販売

ゴム製品

プラスチック製品

丸三産業　株式会社 卸売業、小売業 ロープ・農業用資材卸売

59

58

株式会社　ニチヨー その他製造業

55

57

52

有限会社　仁平製作所 はん用機械器具

古河電気工業　株式会社

50 日本コークス工業　株式会社 生産用機械器具 一般機械器具製造

61

56

輸送用機械器具 自動車機器の製造

化学工業日本理化学薬品　株式会社

卸売業、小売業 レース企画販売

フラッグ　株式会社 卸売業、小売業 食品の輸出入

ゴム製品の製造不二ラテックス　株式会社

株式会社　ファニー

51
日本ペイント・サーフケミカルズ
株式会社

化学工業

化学工業

日光金属　株式会社 金属製品 鋳物製品の製造

49

47

シニア向けスポーツ用品の製造
卸

日産自動車　株式会社 輸送用機械器具 自動車製造・販売

46

54

48

53

63

60

68

64

65

ボッシュ　株式会社

67

62

66

株式会社　真岡製作所

28



所在地
電話番号

No. 企業名 業種 事業内容

足利市粟谷町399-5

0284-62-7777

下都賀郡壬生町藤井1650-1

0282-82-0052

小山市雨ヶ谷新田71-37

0285-27-5368

さくら市氏家1256

028-682-3301

鹿沼市口粟野1260

0289-85-3131

宇都宮市野沢町2-3

028-665-1111

宇都宮市曲師町5-3　タキヤビル2Ｆ

028-639-6601

足利市山下町1193

0284-62-2144

食品卸売業

モマサレース工業　株式会社 繊維 カーテン製造業

株式会社　ヤマケ 卸売業、小売業70

69

76

ワイズティーネットワーク
株式会社

卸売業、小売業 小売卸業、飲食業

71

73

75

株式会社　渡辺製作所 非鉄金属 カーエアコン配管パイプ製造

株式会社　ヨコオテック 金属製品 製造業

レオン自動機　株式会社 生産用機械器具 食品加工機械製造販売事業

卸売業、小売業株式会社　山中商会
卸売業
（梱包資材・自動車関連）

株式会社　湯原製作所 金属製品 自動車部品製造業

74

72

29



○海外進出企業（海外に事業所等がある企業）
※五十音順に掲載

所在地 業種 国・地域名

電話番号 事業内容 州・省等

下都賀郡壬生町おもちゃのまち4-11-16 金属製品

0282-86-0365 精密板金

那須塩原市鍋掛１０８６－１８ 電気機械器具

0287-60-0057
電子・電機機器等産業用・医療
機器製造　他

真岡市鬼怒ヶ丘1-15-10 金属製品

0285-80-1361 金属製品加工業

下都賀郡壬生町壬生丁138-22
学術研究、
専門・技術サービス業

0282-81-1167 電子機器設計

宇都宮市桜4-1-25 金融業、保険業 足利銀行香港駐在員事務所
中国
香港

駐在員
事務所

028-626-0622 銀行業務
足利銀行バンコク駐在員事務
所

タイ
バンコク

駐在員
事務所

足利市旭町553 卸売業、小売業 マニラ・オフィス
フィリピン

マニラ
駐在員
事務所

0284-41-8181 表面処理に関わる卸売業 ITATSU THAILAND
タイ

バンコク
営業所

PT.ITATSU INDONESIA
インドネシア

ブカシ
営業所

板通商貿（上海）有限公司
中国

上海市
営業所

ITATSU VIETNAM COMPANY  LIMITED
ベトナム

ホーチミン
営業所

足利市久保田町838-1 卸売業、小売業

0284-70-0780 自動車中古部品卸売業

鹿沼市西沢町1453 輸送用機械器具

0289-77-2021 精密切削加工

小山市犬塚　1-3-5 その他製造業

0285-30-3555 人材派遣・請負

佐野市下彦間町697 食料品

0283-65-1111
食品製造
（ガリ、紅しょうが等）

栃木市都賀町家中4975-3 生産用機械器具

0282-27-0331
機械金属製造業
（治具、装置設計製作）

足利市川崎町1310 輸送用機械器具

0284-91-4111 金属部品製造

栃木市城内町2-53-43 卸売業、小売業

0282-23-1234 かんぴょう卸売・製造

宇都宮市大通り　４－１－１５ 宿泊業、飲食サービス業

028-622-7557 飲食業

佐野市戸奈良町1022 繊維

0283-62-2111
オフィスユニフォーム
製造販売

小山市大字下泉470-1 金属製品

0285-38-2121 金属加工

鹿沼市府所町20 非鉄金属

0289-65-3121 再生アルミニウム精錬

15
カーシーカシマ
株式会社

ON JAPAN　CORP

12

16 有限会社　柏﨑製作所

14

HEAD WORK VIETNAM

17 株式会社　加藤工業所

13

工場

工場

株式会社　板通

10

9

中国
福建省

株式会社　エマール

遠藤食品　株式会社 宇徳遠藤食品有限公司

エマールベトナム

株式会社　エコアール ECO-R MALAYSIA マレーシア

2
株式会社
アイ電子工業

工場

5

ベトナム
ダナン市

DAIKU-JV

営業所

3 株式会社　青木製作所 THAI AOKI Co., Ltd.
タイ

チョンブリ

株式会社　足利銀行

4
アジアスニーズウエイ
株式会社

蘇州速霓諮威軟件有限公司

展開
形態

No. 企業名 海外事業所名

1 アークテック　株式会社 工場アークテックフィリピン
フィリピン

バタンガス州

11

8
株式会社
エヌ・エステクニカル

株式会社　小野口商店

工場

中国
江蘇省
蘇州市

タイ
ラヨーン

アマタンティ

Ramen-Ya　ＮＹＣ

中国
遼寧省
大連市

凱世（上海）貿易有限公司

大連小野口食品有限公司

KATOKOGYOSHO（THAILAND）
CO., LTD

有限会社　大阿久精工

オグラ金属　株式会社

タイ
バンコク

アメリカ
ニューヨーク

JIG SYSTEMS SERVICE
CO., LTD

タイ
ラヨーン県

Y-OAT

ベトナム
ホーチミン

工場

JAVIMEX
駐在員
事務所

店舗

工場

工場

工場

中国
上海市

営業所

工場

店舗

ベトナム
ナムディン省

ベトナム
ホーチミン

6

7

30



所在地 業種 国・地域名

電話番号 事業内容 州・省等

展開
形態

No. 企業名 海外事業所名

矢板市片岡1150-23 情報通信機械器具 関東辰美電子（平湖）有限公司
中国

浙江省
平湖市

工場

0287-48-2471
マイクロレンズユニットの設計
及び製造

連雲港康達智精密技術
有限公司

中国
江蘇省

連雲港市
工場

下都賀郡壬生町おもちゃのまち4-10-15 プラスチック製品 CAM PLAS (S) PTE LTD シンガポール 工場

0282-86-2468
金型及びプラスチック製品の
製造

CAM PLAS （H.K） LIMITED
中国
香港

営業所

CAM PLAS （SHANGHAI）
CO., LTD.

中国
上海市

工場

CAM PLAS（Dong Guan）
CO., LTD.

中国
広東省
東莞市

工場

CAM PLAS MOLD（VIETNAM）
CO., LTD.

ベトナム
ドンナイ省

工場

CAM PLAS（THAILAND）
CO., LTD.

タイ
チョンブリ県

工場

CAM PLAS（TAIWAN） CO., LTD. 台湾 営業所

CAM PLAS(JOHOR) SDN. BHD.
マレーシア
ジョホール州

工場

足利市西砂原後町1141 非鉄金属

0284-41-2811 非鉄金属製造業

佐野市葛生西1-3-13 パルプ・紙・紙加工品

0283-86-3711
合成樹脂・化学薬品・石灰・製粉・
セメント等・各種紙袋製造販売

さくら市喜連川1241-2 飲料・たばこ・飼料

028-686-2588 肥料の製造・販売

栃木市川原田町268 繊維

0282-24-0018 レディスアンダーウェアメーカー

宇都宮市陽東　3-27-15 卸売業・小売業

028-613-6681 写真・カメラの販売小売

鹿沼市さつき町8 家具・装備品

0289-76-3251 鋼製家具製造

さくら市喜連川5378-1 卸売業、小売業 MATEHAN SIAM LAMBDA
タイ

チョンブリ県
営業所

028-615-7555 産業車輌の販売 MATEHAN SIAM LAMBDA
タイ

ラムチャバン
営業所

MATEHAN SIAM LAMBDA
タイ

カビンブリ
営業所

MATEHAN SIAM LAMBDA
タイ

コラート
営業所

MATEHAN SIAM LAMBDA
タイ

アユタヤ
営業所

MATEHAN SIAM LAMBDA
タイ

ライヨン
営業所

MATEHAN SIAM LAMBDA
タイ

コンケーン
営業所

MATEHAN SIAM LAMBDA
タイ

トゥンソン
営業所

宇都宮市簗瀬町2328-3 卸売業、小売業

028-638-3075 食品製造・卸売

那須塩原市新南163-115 卸売業、小売業

0287-36-6011
新車・中古車販売・買取・車検
整備・板金塗装・保険

那須烏山市東原53 金属製品

0287-88-2288 歯科器具製造

那須郡那須町寺子乙2567-57 金属製品

0287-72-6126 スプリングの製造及び販売

カンタツ　株式会社18

株式会社
城北スプリング製作所

Jyohoku Spring Saigon Co., Ltd.
ベトナム

ロンアン省
工場

株式会社
小林縫製工業

有限会社　クロサワ
Kitsuregawa Agrifarm
Enterprise Inc.

フィリピン
ミンダナオ

工場

小林大連事務所
中国

遼寧省
大連市

駐在員
事務所

サトーカメラ　株式会社 想道美留有限公司
中国

上海市
駐在員
事務所

株式会社　サンテック UCHIDA MK SDN. BHD
マレーシア

セランゴール州
工場

株式会社
シージーエム

シーメイト　株式会社 大連事務所
中国

遼寧省
大連市

株式会社　キャム

櫛田興業　株式会社 大連櫛田建築五金有限公司
中国

遼寧省
大連市

工場

葛生製袋工業
株式会社

KSK SORASEA　（THAILAND)
CO., LTD

タイ 工場

駐在員
事務所

株式会社　ジェイ・ピー JPC(ジェイピーチェンライ)
タイ

チェンライ
工場

株式会社　シオダ
BP DENTAL INSTRUMENTS
Corp.

フィリピン
セブ

工場
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所在地 業種 国・地域名

電話番号 事業内容 州・省等

展開
形態

No. 企業名 海外事業所名

那須郡那須町大字寺子乙3921 繊維

0287-72-5555 縫製業

小山市犬塚6-20-13 金属製品 中国上海信和事務所
中国

上海市
駐在員
事務所

0285-31-2663 住設機器の部材の製造 上海信瑞貿易有限公司
中国

上海市
営業所

下都賀郡壬生町壬生甲3127 食料品

0282-82-0074 漬物製造

鹿沼市野尻113-2 金属製品

0289-65-6001 製造業

Café Draphoe
ベトナム

ホーチミン
店舗

Café Draphoe 2号店
ベトナム

ホーチミン
店舗

宇都宮市問屋町3172-15 その他製造業

028-656-2715 雨具製造輸入販売

真岡市並木町2-1-10 食料品 福建仙波糖化食品有限公司
中国

福建省
福州市

工場

0285-82-2171 食品・食品添加物製造販売 福建龍和食品実業有限公司
中国

福建省
福州市

工場

SEMBA-NFC VIETNAM
Co., Ltd.

ベトナム
ホーチミン

駐在員
事務所

下野市下古山１５４ プラスチック製品 IKKA (HONGKONG) CO, LTD
中国
香港

営業所

0285-53-7211 精密プラスチック射出成形業
IKKA  TECHNOLOGY
DONGGUAN  CO, LTD

中国
広東省
東莞市

工場

IKKA TECHNOLOGY
(VIETNAM) CO, LTD

ベトナム
ハイズオン

工場

M.A.C TECHNOLOGY
(MALAYSIA) SDN. BHD

マレーシア
セレンバン

工場

DAIICHIKASEI CO,LTD USA
REPRESENTALIVE  OFFICE

アメリカ その他

日光市根室697-1 電子部品・デバイス・電子回路
TROIS ENGINEERRING
PRETEC HONG KONG LTD.

中国
香港

営業所

0288-26-3930 電子電気部品の組立調整
NEW TROIS ELECTRONICS
SHENZHEN　LTD.

中国
広東省
深圳市

工場

TROIS ELECTRONICS　WUXI
CO.,LTD

中国
江蘇省
無錫市

工場

TROIS TAKAYA
ELECTRONICS THAILAND
CO., LTD.

タイ
チョンブリ

工場

TROIS THAILAND  CO., LTD.
タイ

チョンブリ県
シーラーチャー郡

その他

栃木市惣社町1510‐1 その他製造業 TSK Canada
カナダ

バンクーバー
営業所

0282-27-0005
医療機器の
製造及び輸出・販売

TSK Europe オランダ 営業所

TSK China
中国

上海市
営業所

足利市南大町443 輸送用機械器具 コラポラシオン・タツミ・デ・メヒコ
メキシコ

ヌエボレオン州
工場

0284-71-3131 自動車用部品の製造販売 タツミ・インドネシア
インドネシア
西ジャワ州

工場

足利市粟谷町334-5 プラスチック製品

0284-62-5006 プラス製品製造

中国出張所
中国

浙江省
営業所

40 株式会社　タツミ

株式会社
ジョエル・エム

JOWEL.M VIETNAM　CO., LTD
ベトナム

ビエンホア
工場

株式会社　信和工業

株式会社　すが野 南昌和平食品有限公司
中国

江西省
南昌市

工場

株式会社
スズキプレシオン

US Rep office

アメリカ
カリフォルニア

州
アーバイン

駐在員
事務所

株式会社　セキザワ 厦門澤明商貿有限公司
中国

福建省
厦門市

その他

仙波糖化工業
株式会社

第一化成　株式会社

株式会社
大日光・エンジニアリング

株式会社　タスク

株式会社　タメガイ
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所在地 業種 国・地域名

電話番号 事業内容 州・省等

展開
形態

No. 企業名 海外事業所名

小山市萱橋1085 輸送用機械器具

0285-49-3330
金属資源の取扱い、輸送用機
器製造業

鹿沼市さつき町16-1 木材・木製品（家具を除く）

0289-72-0107 木造プレカット事業

大田原市下石上1385 電子部品・デバイス・電子回路

0287-26-6345
電子管及びその応用製品の
開発・製造・販売

真岡市下大沼1-2-1 建設業

0285-83-3800 電気工事業、設備工事業

足利市大前町1380-1 卸売業、小売業

0284-62-5575
婦人雑貨小物の企画・製造・販
売

鹿沼市下日向700 業務用機械 NSK America Corp
アメリカ

イリノイ州
営業所

0289-64-3380 NSK Europe Gmbhwo
ドイツ

エッシュボーン
営業所

NSK France SAS
フランス

パリ
営業所

NSK Shanghai Co., Ltd.
中国

上海市
営業所

NSK Oceania Pty Ltd.
オーストラリア

シドニー
営業所

NSK United Kingdom Ltd.
イギリス

スティーブンエイジ
営業所

NSK DentalSpain SA
スペイン
マドリード

営業所

NSK Oceania Ltd
ニュージーランド

オークランド
営業所

NSK Middle East
ＵＡＥ
ドバイ

駐在員
事務所

NSK Rus&CIS
ロシア

モスクワ
駐在員
事務所

NSK Service Co., Ltd.
韓国

ソウル
その他

NSK Asia シンガポール 営業所

NSK America Latina Ltda
ブラジル

サンタカタリナ州
営業所

DENTAL X イタリア 営業所

芳賀郡益子町益子3288-8 卸売業、小売業 枚如禧上海商貿有限公司
中国

上海市
駐在員
事務所

0285-72-4114 卸売業
La Merci International
SDN.BHD.

マレーシア
クアラルンプール

営業所

那須烏山市中山161-1 生活関連サービス業、娯楽業

0287-80-3070 浄化槽保守点検

宇都宮市一条3-1-10 卸売業、小売業

028-908-0301 墓石事業に係る事業

栃木市大平町真弓1570 電気機械器具

0282-43-3311
家電品・自動車機器・各種産業機器の冷凍サ
イクル用の配管・部品、冷凍サイクルユニット
を主力製品とする製造業

矢板市片岡2066-2 金属製品

0287-47-4581 鋳造製品の製造販売

株式会社　ツルオカ 鶴正商貿有限公司
中国

上海市
営業所

テクノウッドワークス
株式会社

大連手紅之設計
有限公司

中国
遼寧省
大連市

営業所

営業所

徳真電気技術（合肥）
有限公司

中国
安徽省
合肥市

営業所

上海誠樹服飾貿易
有限公司

中国
上海市

駐在員
事務所

Toshiba Electronic Dvice &
Materials co., Itd

東芝電子管デバイス
株式会社

株式会社　ナカニシ

日冷工業　株式会社

株式会社　トクシン電気

株式会社　徳光

株式会社　ニチボ

中国
上海市

歯科用・一般産業用・医療用
回転器具の製造・販売

株式会社　仲山商事

株式会社
那須クリエイト

nasucreate VN
ベトナム
ハノイ

ダオシン

駐在員
事務所

海外事業部中国事務所
中国

福建省
泉州市

駐在員
事務所

上海日永金属有限公司
中国

上海市
工場

日光金属　株式会社 日光金属カンボジア
カンボジア
プノンペン

工場
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所在地 業種 国・地域名

電話番号 事業内容 州・省等

展開
形態

No. 企業名 海外事業所名

那須塩原市東小屋295-4 食料品 USAアキモト
アメリカ

カリフォルニア州
ロサンゼルス

営業所

0287-65-3351 製造業 Gochipan
ベトナム
ダナン

店舗

佐野市石塚町3000-2 金属製品
沈陽大島金属過濾網制造
有限公司

中国
遼寧省
藩陽市

工場

0283-86-8668 金属フィルター製造業 VANTECH.M.F. CO., LTD.
タイ

チョンブリ
工場

足利市大月町465-3 輸送用機械器具

0284-40-2000
自動車部品製造、
金型・設備治具製作

栃木市藤岡町藤岡4254 生産用機械器具 台湾恩徳愛股份有限公司
台湾

基隆市
工場

0282-62-3201 包装設備機械製造販売 長進包装設備（上海）
中国

上海市
工場

台湾長新股份有限公司
台湾

基隆市
工場

フィリピンニューロング工業
フィリピン
ラグナ州

工場

栃木市野中町912 卸売業、小売業 BMS CO., LTD.
バングラディシュ

チッタゴン市
工場

0282-24-8803 ロープ・農業用資材卸売 BMSR CO., LTD.
バングラディシュ

チッタゴン市
工場

佐野市植下町1248 ゴム製品
MITSUFUKU COMPOUND
PRIVATE LIMITED

インド
グジャラート州

サリガム
工場

0283-23-4151 ゴム・樹脂混練加工
CS MITSUFUKU
ELASTOMERS

タイ
チョンブリ

工場

栃木市片柳町1-14-2 輸送用機械器具

0282-22-0332 自動車部品製造

宇都宮市平出工業団地20-4 金属製品
AMERICAN MSC,
INCORPORATED

アメリカ
ミシガン州

工場

028-662-3811 ばね製造販売 村田弾簧（無錫）有限公司
中国

江蘇省
無錫市

工場

MEXICO MURATA SPRING
メキシコ

アグアスカリエンテス州
カリアスアグマンティス

工場

足利市川崎町1315 プラスチック製品

0284-91-0211 プラスチック(中空成型）

真岡市鬼怒ヶ丘8 鉄鋼

0285-83-0871 銑鉄鋳物製造

下都賀郡壬生町藤井1650-1 卸売業、小売業

0282-82-0052 食品卸売業

小山市雨ヶ谷新田71-37 卸売業、小売業

0285-27-5368
卸売業
（梱包資材、自動車関連）

宇都宮市平出工業団地39-5 サービス業（他に分類されないもの） 大連朝日人材顧問有限公司
中国

遼寧省
大連市

営業所

028-664-3007
物流・貿易、人材派遣、介護、
食品販売

ゴビ・ユーユー有限責任公司
（モンゴル）

モンゴル 店舗

YYW　THAILAND
タイ

バンコク
営業所

YAMANAKA (上海）
中国

上海市
営業所

株式会社　ヤマケ

株式会社　山中商会

A&M Casting Co., Ltd タイ 工場

山福食品有限公司
中国

山東省
工場

株式会社　真岡製作所

株式会社
ユーユーワールド

60

61

62

65

株式会社　バンテック

株式会社 深井製作所

53

54

55

56

57

株式会社
パン・アキモト

丸三産業　株式会社

Fukai Toyotetsu Indiana
Corporation

アメリカ
インディアナ州

工場

藤岡ニューロング工業
株式会社

村田発條　株式会社

ムロオカ産業
株式会社

ムロオカ　タイランド
タイ

シラチャ
工場

三福工業　株式会社

株式会社
三ツ村製作所

バングラディシュ
チッタゴン市

工場Meiji
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所在地 業種 国・地域名

電話番号 事業内容 州・省等

展開
形態

No. 企業名 海外事業所名

さくら市氏家1256 金属製品 Yuhara Mｆg USA, Inc.
アメリカ

ジョージア州
ペンダーグラス

工場

028-682-3301 自動車部品製造業
Yuhara Manufacturing(Thailand)
Co., Ltd

タイ
プラチンブリ県

工場

鹿沼市口粟野1260 金属製品

0289-85-3131/3133 製造業

宇都宮市野沢町2-3 生産用機械器具 レオンUSA
アメリカ

カリフォルニア州
アーバイン

営業所

028-665-1111 食品加工機械製造販売業 レオンヨーロッパ
ドイツ

デュッセルドルフ市 営業所

オレンジベーカリー
アメリカ

カリフォルニア州
アーバイン

工場

台北支店
台湾

台北市
営業所

上海駐在員事務所
中国

上海市
駐在員
事務所

足利市山下町1193 非鉄金属

0284-62-2144
カーエアコン配管パイプ
製造

株式会社　ヨコオテック YOKOO THAI CO., LTD.
タイ

バンポン市
工場

株式会社　湯原製作所66

レオン自動機
株式会社

株式会社　渡辺製作所 大連能倍金属加工　有限公司
中国

遼寧省
大連市

工場
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※　栃木県内の事業所名等をご記入ください。

万円

人

※　業種を下記より選び、○でお囲みください(貴社の産業分類に従い、最も収益の多いもの一つをご選択ください。）。

　農業,林業 A 　化学工業 16 　業務用機械 27 　不動産業,物品賃貸業 K

　漁業 B 　石油・石炭製品 17 　電子部品・デバイス・電子回路 28 　学術研究,専門・技術サービス L

　鉱業,採石業,砂利採取業 C 　プラスチック製品 18 　電気機械器具 29 　宿泊業,飲食サービス業 M

　建設業 D 　ゴム製品 19 　情報通信機械器具 30 　生活関連サービス業,娯楽業 N

　食料品 9 　なめし革・同製品・毛皮 20 　輸送用機械器具 31 　教育,学習支援業 O

　飲料・たばこ・飼料 10 　窯業・土石製品 21 　その他製造業 32 　医療,福祉 P

　繊維 11 　鉄鋼 22 　電気・ガス・熱供給・水道業 F 　複合サービス事業 Q

　木材・木製品（家具を除く） 12 　非鉄金属 23 　情報通信業 G 　サービス業(他に分類されないもの) R

　家具・装備品 13 　金属製品 24 　運輸業,郵便業 H

　パルプ・紙・紙加工品 14 　はん用機械器具 25 　卸売業,小売業 I

　印刷・同関連業 15 　生産用機械器具 26 　金融業,保険業 J 　分類不能の産業 T

１ 　調査の目的

　　　調査票は回答票を兼ねています。特にことわりのない限り、該当する項目に直接○をつけてください。

４ 　調査票送付・問合せ先

　栃木県　産業労働観光部国際課　経済・交流担当　主事　提箸（さげはし）　

　〒320-8501 栃木県宇都宮市塙田１－１－20

　電話　　028－623－2194

　ＦＡＸ　028－623－2199

都 道
府 県

※製造業のみ（食品系除）

主な品目の区分

　本調査は、県内に立地する事業所を対象として、県内企業の輸出入と海外進出の状況等を
調査し、本県企業の海外展開支援のための基礎資料とすることを目的としています。
　調査結果は「栃木県国際経済交流調査報告書」として取りまとめ、報告書にはご了解いた
だいた企業について「輸出入企業名簿」及び「海外進出企業名簿」を掲載する予定です。
　また、本調査にご協力いただいた事業所には、後日、上記報告書をお送りいたします。報
告書は県ホームページでも公表いたします。

本　社　　・　　事　業　所　　（いずれかに○）本　社　　・　　事　業　所　　（いずれかに○）

栃木県国際経済交流調査について

製
　
造
　
業

電話番号
（担当）

電話番号
（担当）

（
連
絡
担
当
者

）

記
入
者

氏　名

□  パ  ー  ツ
□　最終製品

部課名

２ 　調査票の回答方法

事業内容

平成30（2018）年度　栃木県国際経済交流調査　調査票

事業所名

所 在 地

電話番号・FAX
（代表）

事業所の従業者数
（常時雇用者数）

本社所在地

資　本　金

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

部課名

製
造
業

製
造
業

　平成30（2018）年９月28日（金）
　ご記入後の調査票は、同封の返信用封筒を使用されるか、又はＦＡＸにより栃木県国際課
経済・交流担当宛てにご送付いただきますようお願いいたします。

　調査票は回答票を兼ねています。特にことわりのない限り、該当する項目に直接○を付け
てください。

３ 　提出の期限等
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【問１】

１　輸出のみあり　 ２　輸入のみあり

３　輸出入ともにあり　 ４　輸出入ともになし　→【問４】にお進みください。

　１　はい　　　　　 ２　いいえ

【問２】

１　直接輸出　　 ２　間接輸出（商社、卸売業者及び親会社等別法人を通じての輸出）

３　直接及び間接の併用 ４　不明

兆 億 万 円

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

アジア地域内訳

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

北米地域内訳

％ ％ ％100

ヨーロッパ

カナダ 合計

100

シンガポールタイ

　「輸出入企業名簿」に掲載することについてご了承いただけますか。
　掲載を予定している事項は、企業名、県内事業所所在地、電話番号（代表）、業種及び
事業内容です。
　名簿については、P.1の「１　調査の目的」をご覧ください。

マレーシア香港 韓国中国 ベトナム

合計100％

他(    　　)

　前年度（平成29（2017）年４月１日～平成30（2018）年３月31日の１年間）、輸出入の
実績はありましたか。（事業年度が異なる場合は、この期間に最も近い事業年度１年間の実績でお考え
ください。）

（２－１）輸出の形態について、該当するものを次から選んでください。

　１、２又は３（輸出又は輸入の実績あり）を選んだ事業所にお聞きします。

　輸出について　（【問１】で、１又は３（輸出の実績あり）を選んだ事業所にお聞きします。）

合計アフリカ

（２－２）前年度の「輸出総額」はいくらですか。（県内の事業所分のみをご記入ください。）
          ※正確な金額が不明であれば、おおよその金額で結構ですので、ご記入願います。

（２－３）輸出額の地域別の割合をご記入ください。
        ※正確な割合が不明であれば、おおよその割合で結構ですので、合計が100％になるように、ご記入願います。

大洋州(ｵｾｱﾆｱ)

※　県外の部署が担当している場合は、直接輸出に該当します。

米国

北米(ハワイ含む) 中南米アジア 中東

台湾

2



（２－４）主な積込空港（港）を次から選んでください。（複数回答可）

１　成田空港　　 ２　羽田空港 ３　東京港

４　横浜港　 ５　横須賀港　　 ６　常陸那珂港　

７　その他（　　　　　　　　　　） ８　不明

（２－５）主な通関税関を次から選んでください。（複数回答可）

１　東京税関本関　 ２　横浜税関本関 ３　横浜税関宇都宮出張所

４　横浜税関鹿島出張所　　　 　５　その他（　　　　　　　　　） ６　不明

１　代金回収についての不安　　 ２　言語の違いによる意思疎通不足

３　取引先の信用不安　　 ４　物流コストの高さ（国内・海外）　

５　知的財産権の侵害　　 ６　貿易実務の知識不足　　

７　為替相場の変動 ８　相手国の法規制への対応

９　特にない 10　その他（　　　　　　　　　　　　　）

【問３】

１　直接輸入　　 ２　間接輸入（商社、卸売業者及び親会社等別法人を通じての輸入）

３　直接及び間接の併用　　４　不明

兆 億 万 円

（２－６）輸出における問題点について、該当するものを次から選んでください。（複数回答可）

（３－１）輸入の形態について、該当するものを次から選んでください。

※　県外の部署が担当している場合は、直接輸入に該当します。

（３－２）前年度の「輸入総額」はいくらですか。（県内の事業所分のみをご記入ください。）

　輸入について　（【問１】で、２又は３（輸入の実績あり）を選んだ事業所にお聞きします。）

          ※正確な金額が不明であれば、おおよその金額で結構ですので、ご記入願います。
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％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

アジア地域内訳

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

北米地域内訳

％ ％ ％

１　成田空港　　 ２　羽田空港 ３　東京港

４　横浜港　 ５　横須賀港　　 ６　常陸那珂港　

７　その他（　　　　　　　　　　） ８　不明

１　東京税関本関　　 ２　横浜税関本関 ３　横浜税関宇都宮出張所　

４　横浜税関鹿島出張所　　　 　５　その他（　　　　　　　　　　　　） ６　不明

１　商品が届かなかった　 ２　言語の違いによる意思疎通不足　

３　取引先の信用不安　　 ４　物流コストの高さ（国内・海外）

５　知的財産権の侵害　　 ６　貿易実務の知識不足　

７　為替相場の変動 ８　相手国の法規制への対応

９　特にない 10　その他（　　　　　　　　　　　　　）

【問４】

１　新たに輸出をする予定がある（国・地域名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　）

２　新たに輸入をする予定がある（国・地域名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　）

３　１～２年後に輸出の具体的な予定はないが、関心はある（国・地域名　　　　　　　）　）

４　１～２年後に輸入の具体的な予定はないが、関心はある（国・地域名　　　　　　　）　）

５　新たに輸出・輸入をする予定がない、又は関心もない

（現状の取引を継続するだけの場合を含む。）

輸出・輸入を行わない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

米国

　今後の輸出入の予定等について、次から選んでください。また、今後、新たに輸出入をする予
定・関心がない理由がありましたら、ご記入ください。

（３－４）主な取卸空港（港）を次から選んでください。（複数回答可）

（３－５）主な通関税関を次から選んでください。（複数回答可）

カナダ 合計

合計北米(ハワイ含む)

マレーシア 他(    　　)

        ※正確な割合が不明であれば、おおよその割合で結構ですので、合計が100％になるように、ご記入願います。

100

（３－３）輸入額の地域別の割合をご記入ください。

シンガポール

合計100％

大洋州(ｵｾｱﾆｱ)

台湾 ベトナム

中南米

100

中国

ヨーロッパ

　輸出入の予定等について

香港

アジア アフリカ中東

韓国 タイ

（３－６）輸入における問題点について、該当するものを次から選んでください。（複数回答可）
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【問５】

１　している ２　していない　→【問６】にお進みください。

１　はい　　　　　　　 ２　いいえ

１　海外市場の開拓　　 ２　安価な部品・原材料の調達　

３　安価な労働力確保　　 ４　日本国内の労働力不足

５　取引先企業の進出　　 ６　その他（　　　　　　　　　　　　　　）

１　現地の治安・政情不安　 ２　現地での人材確保

３　人事労務管理　 ４　言語の違いによる意思疎通不足

５　他社との競争　 ６　インフラの未整備　

７　法・税制度が不透明　 ８　労働コストの上昇

９　知的財産権の侵害　 10　通貨・物価が不安定

11　その他（　　　　　　　　　　　　　　　） 12　特にない

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 7 月1994記入例：○○有限公司 中国、上海市

新設・廃止
・変更なし

（５－１）平成30（2018）年７月１日現在、海外進出をしていますか。

区分

新設・廃止
・変更なし

新設・廃止
・変更なし

海外進出状況について　　

海外事業所名

（５－２）海外進出の目的について次から選んでください。（複数回答可）

進出形態

　　県内に本社のある事業所のみ対象（県外に本社のある事業所は【問８】へ）

（ふりがな）

　「海外進出企業名簿」に掲載することについてご了解いただけますか。
　海外進出企業名簿に掲載を予定している項目は、企業名、県内事業所所在地、電話番号
（代表）、業種、事業内容、海外事業所名（進出国、州、省等）及び海外進出形態です。
　名簿については、P.1の「１　調査の目的」をご覧ください。

　※ここでの「海外進出」とは、貴社が海外に現地法人、支店・営業所、店舗、駐在員事務所等の海外拠点
を有する場合をいい、輸出・輸入や海外企業との業務提携（生産委託等）・技術提携等は含みません。

　１を選んだ事業所にお聞きします。

（５－３）海外進出先における問題点について、該当するものを次から選んでください。（複数回答可）

所在地
（国、州・省、都市名）

　工　場　・　営業所　・　店　舗　・　駐在員事務所

　工　場　・　営業所　・　店　舗　・　駐在員事務所

（下記のいずれかに○でお囲みください。）

新設・廃止
・変更なし

新設・廃止
・変更なし

　工　場　・　営業所　・　店　舗　・　駐在員事務所

　工　場　・　営業所　・　店　舗　・　駐在員事務所

新設・廃止
・変更なし

　工　場　・　営業所　・　店　舗　・　駐在員事務所

新設・廃止
・変更なし

新設・廃止
・変更なし

　工　場　・　営業所　・　店　舗　・　駐在員事務所

（５－４）海外に進出している事業所をご記入ください。（昨年度ご記入いただいている場合には、区分欄の
新設・廃止・変更なしを〇でお囲みいただき、変更部分のみ記載ください。）

進出時期
（西暦）

　工　場　・　営業所　・　店　舗　・　駐在員事務所

　工　場　・　営業所　・　店　舗　・　駐在員事務所
新設・廃止
・変更なし

　工　場　・　営業所　・　店　舗　・　駐在員事務所

　工　場　・　営業所　・　店　舗　・　駐在員事務所
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【問６】

進　出　形　態

２　１～２年後の具体的な海外進出計画はないが、関心はある。

（国・地域名　　　　　　　　　　　　）

３　海外進出計画、関心ともにない。

【問７】

　　 ※平成30（2018）年７月１日現在でご回答願います。

１　行っている（生産委託　・　販売委託　・　技術提携）  ※いずれかを○でお囲みください。

　（国・地域名　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　））

２　現在は行っていないが、予定・関心はある

　（国・地域名　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　））

３　現在行っておらず、予定・関心ともにない

【問８】

１　国内の人口減少による労働者不足に備える　

２　海外案件への対応、外国人視点での商品開発など、グローバル人材ならではの強みを活かす

３　多様な価値観に触れること等を通じて、日本人社員を育成する

４　特になし

５　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

海外進出予定国・地域

１　現在雇用しており、今後も採用を予定している

　海外企業と業務提携（生産委託等）や技術提携（技術供与等）を行っていますか。次か
ら選んでください。

　グローバル人材の採用、確保等について

（８－１）現在、グローバル人材を雇用していますか。また、今後採用する予定はありますか。

工　場　・　営業所　・　店　舗　・　駐在員事務所

工　場　・　営業所　・　店　舗　・　駐在員事務所

工　場　・　営業所　・　店　舗　・　駐在員事務所

　今後１～２年の海外進出計画について、次から選んでください。

１　新たな海外進出計画がある。

２　現在雇用しているが、今後は採用を予定していない

※グローバル人材：
　　海外留学の経験がある日本人、県内の大学等に在籍する外国人留学生、青年海外協力隊経験者等
　（技能実習生は含みません。）

４　現在雇用しておらず、今後も採用を予定していない　→(８－３)にお進みください。

（８－２）グローバル人材を採用した、又は採用したい理由は何ですか。（主要なもの１つ）

３　現在雇用していないが、今後は採用を予定している
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１　日本語能力に不安がある

２　採用したい能力・資質を持った人材が見つからない

３　短期で帰国・転職してしまうなど、長期雇用が望めない

４　日本のビジネス環境や自社の職場環境になじまないおそれがある

５　宗教や文化の違いに対する配慮の仕方が分からない

６　価値観の違いから賃金や労働時間等の労働条件が折り合わない

７　グローバル人材の能力を活かせる仕事がない

８　特になし

９　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【問９】

　　※選択肢１、３については、内容を記入願います。

１　人材育成への支援（研修会の開催等 ） ２　人材確保への支援

３　海外での活動支援（　　　　　　　　　　　　　　　）

(セミナー開催等)

５　海外販路開拓支援（商談会の開催・海外ミッション派遣・国際見本市への参加等）

６　資金面での支援 ７　特になし

８　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

　ご協力いただきありがとうございました。　　　　　　　栃木県産業労働観光部国際課経済・交流担当

４　海外情報の提供

　今後貴社のグローバル化を図っていく上で行政に期待することは何ですか。（複数回答可）

（８－３）グローバル人材を採用するに当たっての課題は何ですか。（主要なもの３つまで）

　　　　　　※　採用を検討していない企業は、採用をしない理由という観点からご回答ください。
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